







　この問題について、最高裁昭和 50 年８月 27 日判決（民集 29 巻
７号 1226 頁。以下、昭和 50 年最高裁判決という。）は、第二次納
税義務者が自己に対する納付告知の違法理由として主たる課税処分
の違法を主張することができないとした。これを受けて最高裁平成








































































　国税徴収法 35 条（地方税法 11 条の４）は、同族判定株主の滞納
にかかる租税について、一定の要件に該当する同族会社は第二次納
税義務を負うと規定する。







札幌法学 31 巻 第１・２合併号（2020）
— 4 —
項）は、第二次納税義務を負うと規定する。

























































３　窪田良一〔2011〕11 頁以下によると、平成８年から平成 21 年の間に国税不服
審判所の裁決のあった第二次納税義務に関する審査請求は、179 件あり、このう
ち４割以上（75 件）が国税徴収法 39 条に関する審査請求であったとされる。






























５　最判昭和 50 年８月 27 日民集 29 巻７号 1226 頁。
６　田中啓之〔2011〕264 頁、及びそこで引用される裁判例を参照。





















































































11　訴外Ａ社に対する本件課税処分は、平成 14 年３月 29 日付けの麹町税務署長名
の通知書が同年４月３日にＡ社に到達したことによる。その内容は、Ａ社の平成
10 年７月１日から平成 11 年６月 31 日までの事業年度に係る国税についての課
税処分であり、４８億円余の法人税と７億円余の無申告加算税となっている。以
下、本件の事実概要については、田中啓之〔2011〕280 頁以下（注１）に詳しい。









14　東京地判平成 16 年１月 22 日判例時報 1903 号 18 頁。
15　東京高判平成 16 年６月 15 日判例時報 1936 号 72 頁。



























































































































































19　平成 18 年最高裁判決の評釈の多くは、平成 18 年最高裁判決の射程は国税徴収
法 39 条所定の第二次納税義務者に限られ、他の第二次納税義務者には及ばない







































































































































について最判平成 21 年 11 月 26 日民集 63 巻９号 2124 頁、土地区画整理事業計








































ている（行審 82 条・83 条）。国税通則法は教示制度の適用を除外
していないので（税通 80 条１項）、第二次納税義務の納付告知にお





























































































34　最判昭和 38 年５月 31 日民集 17 巻４号 617 頁。
35　結論において同旨の最高裁判決として、最判昭和 63 年７月 15 日税務資料 165















































































































40　金子宏〔2019〕1015 頁以下。たとえば租税判例百選（別冊ジュリスト 17 号、
1968 年）でとりあげられている広島高裁昭和 26 年７月４日判決は、「租税賦課
処分と租税滞納処分とは全然別個の手続に属する行政処分であって、両者の関係
は同一手続中の各段階を構成する各行政処分（例えば農地買収手続における買収
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面から認めた 44 最高裁平成 21 年 12 月 17 日判決（民集 63 巻 10 号






















































45　第１審（東京地判平成 20 年４月 18 日民集 63 巻 10 号 2657 頁）は、本件安全
認定取消しの訴えを争訟提起期間経過後になされた不適法なものとして却下し、
本件建築確認取消請求については、一部原告適格を否定して却下したほか請求を













































































































れる（国税通則法 74 条の 11 第１項、青色申告の更正については所
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